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令和７年９月 11日からの大雨による被害状況等について 
 
 

１ 要旨・目的 

  令和７年９月 11日からの降雨や河川水位の状況、公共土木施設の被害状況等について

報告する。 
 

２ 現状・背景 

９月 11日からの降雨状況等は以下のとおり。 

(1) 累積雨量の多い主な地点（９月 11日６時 00分～９月 12日 23時 16分） 

市区町 観測局 累積雨量（mm） 

廿日市市 大野（おおの） 144.0 

広島市佐伯区 赤土地（あかどち） 110.0 

神石高原町 油木安田（ゆきやすだ） 97.0 

庄原市 中領家（なかりょうけ） 96.0 

東広島市 造賀（ぞうか） 94.0 

(2) 時間雨量の多い主な地点（９月 11日６時 00分～９月 12日 23時 16分） 

市区町 観測局 時間雨量（mm） 観測時間 

廿日市市 大野（おおの） 73.0 9/12 4:00 

江田島市 中町（なかまち） 68.0 9/12 2:40 

神石高原町 油木安田（ゆきやすだ） 68.0 9/11 21:00 

庄原市 中領家（なかりょうけ） 64.0 9/11 22:20 

東広島市 造賀（ぞうか） 63.0 9/11 14:50 

(3) 河川水位の状況（最大） 

河川名 市区町 観測局 最高水位（m） 観測時間 

永慶寺川 廿日市市 水ノ越(みのこし) 
1.90 

（氾濫危険水位 1.45） 
9/12 4:50 

可愛川 廿日市市 平良(へら) 
1.05 

（避難判断水位 1.05） 
9/12 5:00 

(4) 被害状況 

概要 発災直後 応急対応状況 

路線名：一般国道 432号 

市町名：庄原市総領町 

対 応：崩土撤去 

状 況：全面通行止め解除 

  

 

令和７年９月 25日 
課 名 土木建築局技術企画課 
担当者 課長 後藤 
内 線 3852 

当 日 配 付 資 料 

至庄原 

至庄原 



2 

 

３ 概要 

(1) 対象者 

被災された県民・事業者等 

(2) 事業内容 

   ９月 11日からの大雨による市町別の公共土木施設災害の発生状況は表のとおり。 

 

（単位：千円） 

区分 県 市町（広島市を除く） 合計 

事務所 市町 箇所 金額 箇所 金額 箇所 金額 

東広島  - - 1 5,000 1 5,000 

東広島市 - - 1 5,000 1 5,000 

東部  4 41,000 10 67,000 14 108,000 

神石高原町 4 41,000 10 67,000 14 108,000 

庄原  4 23,000 10 177,000 14 200,000 

庄原市 4 23,000 10 177,000 14 200,000 

合  計 8 64,000 21 249,000 29 313,000 

※箇所数及び金額は、今後変動する可能性がある。 

※上記表のほか、庄原市総領町内１箇所について、災害関連緊急砂防事業の採択を 

国と調整中。 

 

（参考）令和７年度の豪雨等による災害の発生状況 

 
（単位：千円）  

災  害 

（発 生 日） 

区

分 

県 
市 町 

（広島市を除く） 
合  計 

備 考 

箇所 金 額 箇所 金 額 箇所 金 額 

７月８日～９日豪雨 

河川 1 19,000 2 26,400 3 45,400 
国への 

災害報告額 
道路 1 3,000 6 42,200 7 45,200 

小計 2 22,000 8 68,600 10 90,600 

７月 14日豪雨 
道路 1 10,200 1 9,600 2 19,800 国への 

災害報告額 小計 1 10,200 1 9,600 2 19,800 

８月９日～13日豪雨 

河川 1 6,000 4 46,400 5 52,400 
国への 

災害報告額 
道路 - - 1 8,000 1 8,000 

小計 1 6,000 5 54,400 6 60,400 

９月７日～８日豪雨 
道路 1 6,000 - - 1 6,000 国への 

災害報告額 小計 1 6,000 - - 1 6,000 

９月 10日豪雨 

河川 - - 1 35,000 1 35,000 
国への 

災害報告額 
道路 - - 4 86,300 4 86,300 

小計 - - 5 121,300 5 121,300 

合  計 5 44,200 19 253,900 24 298,100  

※公共土木施設災害復旧事業の採択要件：１箇所の工事の費用が県 120万円以上、市町 60万円以上。 

※国への災害報告時点等の箇所数及び金額は、今後変動する可能性がある。 

※災害査定では、公共土木施設管理者の国庫負担申請を受け、被災現場において、査定官（国土交通省）、 

立会官（財務省）、申請者（県・市町）の三者合意により、復旧の範囲、工法及び金額が決定される。 


